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■公共施設⻑寿命化計画基礎資料について 
〇修繕及び改修時期の考え⽅では、公共施設現況調査の結果で C 評価及び D 評価となった
部位については、計画開始年度に⽇常修繕を実施するものとします。しかし計画期間の最
初の５年間は実効性があるものとするため、下記の優先順位の考え⽅に従い、平成 31 年
度から平成 35 年度の計画を策定します。 

 

 

 

 

 

 

■公共建築物の更新時期 

■部位ごとの日常修繕及び大規模改修のサイクル 

建物の部位 日常修繕サイクル 大規模改修サイクル 

屋 根 10 年または 15年 30 年 

外 装 10 年または 15年 30 年 

内 装 10 年または 15年 30 年 

機械設備 15 年 － 

電気設備 15 年 － 

屋 外 10 年または 15年 30 年 

〇これらについてはライフサイクルコストの試算を⾏うための設定であるため、⽇常修繕や
⼤規模改修の実施については現況を確認したうえ、実施を検討するものとします。 

 

 

 

構造 
目標耐用年数 

事後保全による管理 予防保全による管理

鉄筋コンクリート造、鉄骨鉄筋コンクリート造、

鉄骨造、ブロック造 
60 年 50～80 年 

木造 40 年 30～50 年 

・学校施設長寿命化計画で決定している方針については変更しません。 

・予防保全型の施設から優先的に日常修繕を実施します。 

・学校・保育園については、集会施設等の市民利用型施設に比べ施設の利用停止に伴う影響

が大きいと考えられるため、優先的に日常修繕を実施します。 

・平成 36～平成 40 年度に大規模改修以上の修繕が予定される場合は、その 5 年以上前に日

常修繕を実施します。 

・集会施設・学習等共同利用施設の修繕の実施時期・方法については地元との協議が必要と

なります。 

資料５
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●公共施設⻑寿命化計画の進捗管理について 

■実施計画及び予算への計上について 
〇これまでの事後保全型管理から予防保全型管理に転換することから、使⽤上の⽀障
がない場合でも⽇常修繕を実施するものとします。 

〇年度ごとに修繕が平準化されており、予算がなく先送りすることは次年度以降に修
繕が集中する恐れがあることから原則として先送りはせず、⼯事費を圧縮したうえで
計画に従って実施計画及び予算に計上するものとします。 

〇実際の実施計画及び予算への計上にあたっては、どの程度の修繕が必要かの判断が
必要となるため、これまでの保守点検の結果と都市整備課あるいは専⾨業者の⾒解に
より修繕の規模を判断し、実施計画及び予算に計上するものとします。必要があれば
調査に必要な委託費も計上するものとします。 

■計画の⾒直しについて 
〇10 年サイクルの中間年の 5 年⽬（最初の⾒直しのみ３年⽬の平成 33 年度）に公共
施設再配置計画及び公共施設⻑寿命化計画の進捗管理・検証を⾏うものとします。こ
の中で、ライフサイクルコスト及び修繕の実施時期及び内容について⾒直しを⾏うた
め、公共施設現況調査を外部委託で実施するものとします（10 年⽬については中性
化試験も実施する）。以後、計画の⾒直しは同様のサイクルで⾏うものとします。 

〇例.修繕サイクル (みどりの家) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※⽇常修繕サイクル 
屋根 10 年 
外装 10 年 
内装 10 年 
機械設備 15 年 
電気設備 15 年 
屋外 10 年 

H7 
建設 

H32 
日常
修繕 

H36 
日常
修繕 

H37 
大規模
改修 

H41 
日常
修繕 

H47
日常
修繕 

H51
日常
修繕

H56
日常
修繕

H57
日常
修繕

H66
日常
修繕

H68
大規模
改修 

H88
更新

※機械設備・電気設備については、日常修繕において機器の更新を行う
ため、大規模改修の対象としない。そのため、大規模改修を実施する年
度の 5 年以内であっても日常修繕を実施する。 

H30 時点で修繕

は実施していない

(工事台帳より) 

修繕実施部位 
屋根 外装 内装 
屋外 

修繕実施部位 
屋根 外装 内装 
屋外 

修繕実施部位 
機械設備 

修繕実施部位
電気設備

修繕実施部位 
屋根 外装 内装 
屋外 修繕実施部位 

屋根 外装 内装
屋外 

修繕実施部位
電気設備 

修繕実施部位
機械設備 

修繕実施部位 
屋根 外装 内装 
屋外 

修繕実施部位
機械設備 
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